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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 464,153 ― 28,138 ― 18,411 ― 11,293 ―

20年3月期第2四半期 429,703 △0.4 31,950 10.1 23,643 16.6 20,104 98.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 6.65 ―

20年3月期第2四半期 11.82 11.59

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 1,865,301 192,419 9.8 107.64
20年3月期 1,847,438 189,789 9.8 106.00

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  182,706百万円 20年3月期  180,167百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00
21年3月期 ― 0.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 5.00 5.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,000,000 8.1 47,000 △17.8 27,000 △35.5 20,000 △14.1 11.78

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としていま
す。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
 なお、業績予想の前提条件その他の関連する事項については、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に関する定性的情報」を参照してください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  1,711,120,616株 20年3月期  1,711,120,616株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  13,670,671株 20年3月期  11,369,704株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  1,698,511,268株 20年3月期第2四半期  1,700,712,111株
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（参考）個別業績予想 

平成 21 年 3月期の個別業績予想(平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日) 

（％表示は対前期増減率） 
 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 円 銭

通    期 286,000  △2.7 40,000   1.3 22,000 △13.7 17,000  121.8   9.95

 （注）個別業績予想数値の当四半期における修正の有無：有 
 
 
※ 業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要

因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる可能性があります。 
なお、平成20年5月15日に公表しました平成21年3月期通期の個別の業績予想を修正しております。 



 

  

【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 
当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、米国金融システム混乱に端を発した景気の悪化が欧州を

はじめ世界的に広がり、国内においても個人消費や設備投資の減退が明らかとなるなど、景気減速傾向

が強まりつつ推移しました。当社グループにおきましては、鉄道旅客収入は春の行楽シーズンでの長距

離旅客の減少等はありましたが全体では前年同期比 0.5％の減収にとどまり、不動産部門で当第２四半

期に大型マンションの分譲があったほか、前年下半期から近商ストアを連結の範囲に含めたため、名阪

近鉄バスの連結除外や百貨店部門及び建設部門の減収を差し引き、売上高合計では前年同期比 8.0％増

の 464,153 百万円となりました。 

次に利益面におきましては、鉄道部門が主に退職給付費用の増により減益となり、百貨店部門も減収

に売場改装等に伴う償却負担増が加わり減益となったため、不動産部門の増益を差し引き、営業利益は

前年同期比 11.9％減の 28,138 百万円となりました。営業外損益で持分法投資利益は増加しましたが、

受取配当金の減等により金融収支が悪化したため、経常利益は前年同期比 22.1％減の 18,411 百万円と

なりました。特別損失が前年に商品券等引換損失引当金繰入額等を計上していたため 2,459 百万円減少

し、法人税等で前年に子会社整理に伴う税負担の減がありましたため 6,247 百万円増加し、これらを加

減した四半期純利益では、前年同期比 43.8％減の 11,293 百万円となりました。 
 

２．連結財政状態に関する定性的情報 
総資産は、クラブツーリズムの子会社化や志摩観光ホテルベイスイート建設工事等の進捗により、未

収金の回収等を差し引き前期末に比し 17,863 百万円増加しました。負債は子会社増加から設備未払金の

支払や退職給付引当金の減少を差し引き前期末に比し 15,232 百万円増加し、純資産は、株主資本が四半

期純利益の計上から期末配当金の支払い等を差し引き増加し、評価・換算差額等がその他有価証券評価

差額金の減等により減少したため、合計では前期末に比し 2,630 百万円の増加となりました。 

キャッシュフローは、営業活動で税金等調整前四半期純利益や減価償却費の計上から、退職給付引当

金の減少等を差し引き 35,716 百万円の収入となりました。投資活動で固定資産の取得支出から、工事

負担金等の受入等を差し引き 11,954 百万円の支出となりました。財務活動で借入金・社債の減少や期

末配当金の支払い等により 12,066 百万円の支出となりました。その結果、現金及び現金同等物の期末

残高は 37,528 百万円と、前期末に比し 11,494 百万円増加しました。 
 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

通期の連結業績予想につきましては、第２四半期までの業績や今後実体経済の悪化も懸念されること

を踏まえ、平成 20 年 6月 27 日に公表しました業績予想を変更しております。 

営業収益は、百貨店部門において消費低迷による減収が見込まれることなどから、従来の予想より 200

億円引き下げております。営業利益は百貨店部門の減収のほか、旅行部門や不動産部門等で利益率低下

が見込まれることなどから 70 億円引き下げております。営業外損益で、持分法投資利益の減少が見込ま

れますため、経常利益は 80 億円、当期純利益については 50 億円それぞれ引き下げております。 

従いまして通期の見通しとしては、売上高で前年同期比 8.1％増の１兆円、営業利益は 17.8％減の 470

億円、経常利益は 35.5％減の 270 億円、当期純利益は 14.1％減の 200 億円を見込んでおります。 

平成 21 年 3月期の通期連結業績予想（平成 20 年 4月 1日～平成 21 年 3月 31 日）               

1 株当たり  
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想（Ａ） 

(平成20年6月27日公表) 
1,020,000 54,000 35,000 25,000 14.71

今回修正予想（Ｂ） 1,000,000 47,000 27,000 20,000 11.78

増減額（Ｂ－Ａ） △20,000 △7,000 △8,000 △5,000 ― 

増減率（％） △2.0 △13.0 △22.9 △20.0 ― 

(ご参考) 

前期実績（平成 20 年 3 月期) 925,314 57,197 41,870 23,296 13.70

 

  
 



 

 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)  
該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①簡便な会計処理 

 棚卸資産の評価方法 

  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を

見積り、簿価切下げを行っております。 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用

した将来の業績予測を利用する方法によっております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

税金費用の計算 

税金費用については、当第 2四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じ

て計算しております。なお、法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しており

ます。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①四半期財務諸表に関する会計基準 

当連結会計年度から「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号 平成 19 年 3

月 14 日）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号 平

成 19 年 3 月 14 日）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財

務諸表を作成しております。 

②連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第 18 号 平成 18 年 5月 17 日）を適用しております。 

この変更による当第 2四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

③リース取引に関する会計基準 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 平成 19 年 3

月 30 日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号 平

成 19 年 3 月 30 日改正）が平成 20 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用できることになったことに伴い、第 1四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

この変更による当第 2四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

④個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針 

第１四半期連結会計期間から、組織再編に伴い受け取った子会社株式等に係る税効果について、

「個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第10号 平成20年 3

月 25 日改正）の第 24-2 項を適用しております。 

この変更により、過年度の組織再編に伴い計上したのれんについて調整を行い、当該調整額のう

ち前連結会計年度末までに期間配分された償却額を特別利益に計上しております。なお、従来の方

法に比べ、当第 2 四半期連結累計期間の経常利益は 152 百万円、税金等調整前四半期純利益は 611

百万円それぞれ増加しております。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 39,546 26,498

受取手形及び売掛金 36,811 32,127

有価証券 54 59

商品及び製品 21,753 22,809

仕掛品 4,070 2,163

原材料及び貯蔵品 2,573 2,547

販売土地及び建物 201,896 203,734

その他 64,486 80,135

貸倒引当金 △816 △907

流動資産合計 370,377 369,169

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 586,066 591,390

土地 635,180 635,357

その他（純額） 96,409 86,896

有形固定資産合計 1,317,656 1,313,644

無形固定資産 24,494 10,769

投資その他の資産   

投資有価証券 72,648 78,569

その他 82,773 78,105

貸倒引当金 △2,047 △2,115

投資評価引当金 △1,237 △1,259

投資その他の資産合計 152,137 153,299

固定資産合計 1,494,288 1,477,713

繰延資産 635 554

資産合計 1,865,301 1,847,438



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 52,033 44,926

短期借入金 329,202 358,165

1年以内償還社債 10,800 50,800

未払法人税等 7,298 3,261

賞与引当金 10,112 8,581

商品券等引換損失引当金 2,685 2,604

事業損失引当金 446 －

その他 179,561 167,010

流動負債合計 592,141 635,349

固定負債   

社債 340,200 320,600

長期借入金 576,556 531,443

退職給付引当金 14,730 21,219

役員退職慰労引当金 153 168

事業損失引当金 147 198

店舗建替損失引当金 5,119 5,300

負ののれん 928 －

その他 142,903 143,369

固定負債合計 1,080,740 1,022,299

負債合計 1,672,881 1,657,648

純資産の部   

株主資本   

資本金 92,741 92,741

資本剰余金 27,156 27,164

利益剰余金 △6,680 △11,879

自己株式 △3,692 △2,955

株主資本合計 109,525 105,071

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,524 7,033

繰延ヘッジ損益 △102 159

土地再評価差額金 70,308 69,542

為替換算調整勘定 △2,548 △1,639

評価・換算差額等合計 73,181 75,095

少数株主持分 9,713 9,621

純資産合計 192,419 189,789

負債純資産合計 1,865,301 1,847,438



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年９月30日まで) 

営業収益 464,153

営業費  

運輸業等営業費及び売上原価 386,842

販売費及び一般管理費 49,171

営業費合計 436,014

営業利益 28,138

営業外収益  

受取利息 239

受取配当金 967

負ののれん償却額 156

持分法による投資利益 650

その他 1,959

営業外収益合計 3,972

営業外費用  

支払利息 11,611

その他 2,088

営業外費用合計 13,699

経常利益 18,411

特別利益  

工事負担金等受入額 585

固定資産売却益 17

有価証券売却益 791

負ののれん過年度償却額 458

その他 384

特別利益合計 2,237

特別損失  

固定資産売却損 74

固定資産除却損 612

事業損失引当金繰入額 545

その他 302

特別損失合計 1,534

税金等調整前四半期純利益 19,114

法人税、住民税及び事業税 7,882

法人税等合計 7,882

少数株主損失（△） △60

四半期純利益 11,293



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年９月30日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 19,114

減価償却費 21,330

のれん償却額 △230

工事負担金等受入額 △585

固定資産売却損益（△は益） 57

有価証券売却損益（△は益） △791

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,807

受取利息及び受取配当金 △1,206

支払利息 11,611

持分法による投資損益（△は益） △650

売上債権の増減額（△は増加） △350

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,608

仕入債務の増減額（△は減少） 485

その他 1,033

小計 43,620

利息及び配当金の受取額 1,067

利息の支払額 △11,477

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 2,506

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,716

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △117

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

3,973

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

2,515

有形及び無形固定資産の取得による支出 △30,872

有形及び無形固定資産の売却による収入 254

工事負担金等受入による収入 7,153

その他 5,139

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,954

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,228

長期借入れによる収入 104,546

長期借入金の返済による支出 △82,151

社債の発行による収入 29,815

社債の償還による支出 △50,400

配当金の支払額 △5,125

少数株主への配当金の支払額 △93

その他 571

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,066

現金及び現金同等物に係る換算差額 △201

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,494

現金及び現金同等物の期首残高 26,033

現金及び現金同等物の四半期末残高 37,528



 

  

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号 平成 19 年 3 月 14 日）

及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号 平成 19 年 3月 14 日）

を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 

（４）継続企業の前提に関する注記  

該当事項はありません。 
 

（５）セグメント情報  

①事業の種類別セグメント情報 

当第 2四半期連結累計期間（平成 20 年 4 月 1日から平成 20 年 9月 30 日まで）   （単位：百万円） 

 
運輸業 

ﾚｼﾞｬｰ･ 

ｻｰﾋﾞｽ業 
流通業 不動産業

その他の

事業 
計 

消去又 

は全社 
連  結 

売     上     高         

(1)外部顧客に対する売上高 109,103  55,469 229,501 60,035 10,042 464,153  － 464,153 
(2)セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
3,200  9,955 1,282 5,724 14,470 34,634  (34,634) － 

計 112,304  65,425 230,784 65,760 24,513 498,787  (34,634) 464,153 

営     業     利     益 17,940  △448 590 9,491 321 27,896  241 28,138 
   

１．事業区分の方法 

 
 日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業
を区分しております。   

２．各事業区分の主要な事業内容  

 
運 輸 業 

 
鉄道、バス、タクシー、自動車賃貸、貨物自動車運送、船舶運航の営

業を行っております。 

 
レ ジ ャ ー ・ サ ー ビ ス 業 

 
ホテル、飲食店、旅館、広告代理、テーマパーク、映画、ビルメンテ

ナンスの営業等を行っております。 

 
流 通 業 

 
百貨店業を中心に商品の販売等を行っております。 

 
不 動 産 業 

 
土地及び建物の賃貸、販売等を行っております。 

 
そ の 他 の 事 業 

 
電気設備工事の設計・施工、建設コンサルタントのほか、有線テレビ

ジョン放送、情報処理の営業等を行っております。 

②所在地別セグメント情報 

  全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が９０％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

③海外売上高 

海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、記載を省略しております。 
 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記  

該当事項はありません。 



「参考資料」

（１）前年同四半期に係る連結財務諸表等

①中間連結損益計算書

百万円

４２９，７０３

３９７，７５２

運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

３５６，４２１

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ４１，３３０

３１，９５０

４，７３１

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ２，６８０

未 請 求 債 務 整 理 益 ６１９

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １１

そ の 他 １，４１９

１３，０３８

支 払 利 息 １０，９８８

そ の 他 ２，０４９

２３，６４３

２，０２２

工 事 負 担 金 等 受 入 額 ５１７

固 定 資 産 売 却 益 １２４

有 価 証 券 売 却 益 １，１７１

そ の 他 ２０８

３，９９４

固 定 資 産 売 却 損 ４１４

固 定 資 産 除 却 費 ５３７

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５５４

商 品 券 等 引 換 損 失
引 当 金 繰 入 額

１，９６５

そ の 他 ５２１

２１，６７２

２，００５

△　　　　　３７０

△　　　　　　６７

２０，１０４

科　　　　　　　目

前中間連結会計期間

平成19年4月 1日から

平成19年9月30日まで

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

中 間 純 利 益

税 金 等 調 整 前
中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

営 業 外 費 用



百万円

Ⅰ

２１，６７２

１９，９１０

８３５

△　　　　　５１７

２８９

△　　　１，１７４

９

８６

△　　　２，４５９

１，３８１

１，９８５

△　　　２，６８０

１０，９８８

△　　　　　　１１

１，０９５

△　　　３，７６８

△　　　３，１２４

２，１０６

４６，６２５

１，５１０

△　　１０，６７７

△　　　　　９７７

３６，４８０

Ⅱ

△　　　　　４２６

３９４

２０

△　　　　　１２４

１，４８４

△　　　３，６２４

△　　２１，４８１

４９１

△　　　　　８１９

△　　　１，１２３

３，２７５

８，００５

△　　　２，５７１

５２４

１

△　　１５，９７２

Ⅲ

△　　　５，７１６

６７，７５７

△　　８２，４８３

２９，８１７

△　　２０，４３０

△　　１２，１０８

△　　　５，１２９

△　　　　　４５７

２５

７，５７６

△　　２１，１４９

Ⅳ １１８

Ⅴ △　５２３

Ⅵ ３５，１７２

Ⅶ １４８

Ⅷ ３４，７９７

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

工 事 負 担 金 等 受 入

貸 付 に よ る 支 出

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

そ の 他

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

長 期 前 払 費 用 の 支 出

そ の 他 投 資 等 の 取 得 に よ る 支 出

そ の 他 投 資 等 の 回 収 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

連結範囲変更を伴う子会社株式の取得による支出

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

満 期 保 有 目 的 の 債 券 の 償 還 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

賞 与 引 当 金 の 増 減 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

そ の 他

小　　　　　　　計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

事 業 損 失 引 当 金 の 増 減 額

売 上 債 権 の 増 減 額

前中間連結会計期間

有 価 証 券 売 却 損 益

固 定 資 産 売 却 損 益

減 価 償 却 費

科　　　　　　　目

た な 卸 資 産 の 増 減 額

仕 入 債 務 の 増 減 額

商 品 券 等 引 換 損 失 引 当 金 の 増 減 額

固 定 資 産 除 却 損

工 事 負 担 金 等 受 入 額

平成19年4月 1日から

平成19年9月30日まで

の れ ん 償 却 額

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

配 当 金 の 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入

そ の 他

そ の 他 の 負 債 の 返 済 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増加額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 残 高

②中間連結キャッシュ・フロー計算書

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出



③セグメント情報

　事業の種類別セグメント情報

　　前中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで) （単位：百万円）

ﾚｼﾞｬｰ･ その他の 消去又

ｻｰﾋﾞｽ業 事業 は全社

115,430 64,397 204,046 54,084 25,825 463,784 (34,081) 429,703

20,829 223 2,009 7,702 1,151 31,917 33 31,950

不動産業運輸業

2,913 9,647 1,739

流通業

112,517 54,749 202,306 48,273

計 連　結

13,969 34,081 (34,081) － 

11,855 429,703 － 429,703(1)外部顧客に対する売上高

売 上 高

(2)セグメント間の

　 内部売上高又は振替高

計

営 業 利 益

5,811



（２）四半期個別財務諸表

　四半期個別財務諸表は、四半期財務諸表等規則及び鉄道事業会計規則に基づいて作成しておりますが、
法定開示におけるレビュー対象ではありません。

当第２四半期会計期間末

（平成２０年９月３０日）

（ 資 産 の 部 ） 百万円

１７６，６９６

７，１８２

３，４８６

１１８，７２８

１，７１３

４７，９９０

△　　　　２，４０５

１，３１７，５２１

７６８，７４２

３０１，８６９

７，８８３

３２，２０４

２０６，８２１

１７２，０８３

４０，４１６

△　　　　　　２５３

△　　　　５，４２４

６３５

１，４９４，８５３

（ 負 債 の 部 ）

３４２，８４７

２５０，６５５

１０，８００

５，６４６

５，２０５

７０，５４０

９５３，０７９

３４０，２００

４９２，４９１

１２０，３８８

１，２９５，９２７

（ 純 資 産 の 部 ）

１３４，４５０

９２，７４１

２６，６８０

１６，５４９

△　　　　１，５２１

６４，４７５

４１７

６４，０５８

１９８，９２６

１，４９４，８５３

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 本 金

１ 年 以 内 償 還 社 債

流 動 負 債

資 産 合 計

短 期 借 入 金

負 債 合 計

株 主 資 本

社 債

長 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

①四半期貸借対照表

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

未 収 運 賃

販 売 土 地 及 び 建 物

貯 蔵 品

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 軌 道 事 業 固 定 資 産

付 帯 事 業 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 評 価 引 当 金

繰 延 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

科　　　　目

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 の 投 資 等



（第２四半期累計期間）

当第２四半期累計期間
平成20年4月 1日から
平成20年9月30日まで

百万円

８３，２４７

６５，７９０

１７，４５６

５７，８５７

５３，８６２

３，９９５

２１，４５２

２，１２９

１，３７０

７５９

１０，８１９

９，９５１

８６７

１２，７６２

１，５２９

５８５

４７８

４６４

９１７

５２９

３１２

７４

１３，３７４

５，３５０

８，０２４

そ の 他 の 特 別 利 益

固 定 資 産 除 却 費

子 会 社 等 関 連 損 失

そ の 他 の 特 別 損 失

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

工 事 負 担 金 等 受 入 額

有 価 証 券 売 却 益

科　　　　　　　目

営 業 収 益

営 業 費

鉄 軌 道 事 業

営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

付 帯 事 業

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

②四半期損益計算書

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 等

営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益



平成２０年第２四半期 決算補足資料

平成20年11月11日
近畿日本鉄道株式会社

１．連結決算補足資料
（単位：百万円）

（売上高営業利益率）

(注)

79,500

33,800

15,000

19,400

3,961

△42,371

前年比

△14.1%

△14,870

1,400

0

通　　期
(21/3)予想

△3,296

351,000 △ 70,792 △ 20,400

△ 4,248 1,280,000 18,991

98,008 16,151

前期末
(20/9)実績 (19/9)比 (20/3)比 (21/3)予想 (20/3)比

当第2四半期末 前年同期末 前期末 通　　期

△2,519

支払利息・社債利息 11,611 622 1,482

2,500

24,000

受 取 利 息 ・ 配 当 金 1,206 △1,474

△4,001△21,500金 融 収 支 △10,404

借 入 金 ・ 社 債 残 高 1,256,759

借 入 金 905,759

△2,096

27,216

社 債

△2231,500持 分 法 投 資 損 益 650 638

減 価 償 却 費 21,330 1,420 5,24546,000

消 去 △51 3,637

△13,429

そ の 他 の 事 業 988 326 △316

不 動 産 業 1,854 △413

7,504

流 通 業 6,785 624 7,265

レジャー･サービス業 8,649 3,600

9,900

運 輸 業 10,384 3,261 △47,357

設 備 投 資 28,610 11,035

当第2四半期累計
前年同期比

(20/9)実績

持分法適用会社数 7社 △2社（前期末比）
連 結 子 会 社 数 54社 1社（前期末比）

20,000当 期 純 利 益 11,293 △8,811 △43.8%

△35.5%

特 別 損 失 1,534 △2,459

27,000

特 別 利 益 2,237 215 10.6%

△61.6%

5.1%

経 常 利 益 18,411 △5,231 △22.1%

382

営 業 外 収 益 3,972 △759 △16.0%

営 業 外 費 用 13,699 660

400消 去 241 208

△59.2%
(1.3%) (△3.2%) (1.3%) (△2.3%)

そ の 他 の 事 業 321 △829 △72.0% 700 △1,016

82 0.8%
(14.4%) (0.2%) (8.6%) (0.6%)

10,700不 動 産 業 9,491 1,789 23.2%

△50.7%
(0.3%) (△0.7%) (0.4%) (△0.5%)

流 通 業 590 △1,418 △70.6% 2,000 △2,055

△1,807 △78.3%
(△0.7%) (△1.0%) (0.3%) (△1.4%)

500レジャー･サービス業 △448 △672     － 

△15.0%
(16.0%) (△2.0%) (14.5%) (△2.2%)

運 輸 業 17,940 △2,888 △13.9% 32,700 △5,784

△10,197 △17.8%
(6.1%) (△1.3%) (4.7%) (△1.5%)

△2,485

営 業 利 益 28,138 △3,811 △11.9% 47,000

4,171 8.7%

消 去 △34,634 △553 △70,000

△7,243 △5.5%

そ の 他 の 事 業 24,513 △1,311 △5.1% 52,000

19,859 4.4%

不 動 産 業 65,760 11,675 21.6% 125,000

64,141 48.3%

流 通 業 230,784 26,738 13.1% 470,000

△3,757 △1.6%

レジャー･サービス業 65,425 1,027 1.6% 197,000

74,685 8.1%

運 輸 業 112,304 △3,126 △2.7% 226,000

1,000,000売 上 高 464,153 34,450 8.0%

当第2四半期累計
前年同期比

通　　期
前年比

(20/9)実績 (21/3)予想

(補－１)



平成20年11月11日
近畿日本鉄道株式会社

194,087

78,577

前年比

２．個別決算補足資料

運 輸 成 績

当第2四半期累計
前年同期比

(21/3)予想

222,688

 
(20/9)実績

通　　期

△1,058

△5,190 597,241 △8,595 △1.4%

374,553 △5,766

△2,829

△1,395 △1.4%

△1.3%

△1.5%

27,816 △536

△2,105 △1.3%155,456

△62950,760

△1.9%

△1.2%

△1.3%△70954,301

101,154( 百万 円 )

(百万円)

△1.7%

△0.9%

△2.1%

△1.5%

305,045

110,958

△1,166

△4,132

旅 客 人 員 ( 千 人 )

( 百万 円 )

( 千 人 )

( 千 人 )

定 期 外

定 期

定 期 外

定 期

旅 客 収 入

(補－２)
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